第１号様式（第７条関係）

評　価　項　目　算　定　資　料　届　出　書

　　年　　月　　日
（あて先）津市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者  商号（名称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
※自署でない場合は、記名と押印が必要です。

　　次の工事に係る評価項目算定資料を届け出ます。

なお、次の記載事項及び添付書類等の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
	工事番号
	　　年度

	工事名
	

	開札日時
	　　年　　月　　　日　　　　午前・午後　　　時　　　分

	評価項目（入札公告に示された該当項目のみ記載）
	説明、添付書類等

	地域要件
	
	工事箇所と同一地区内（市内）
	本店（本社）所在地が属する区分に○を記載してください。

	
	
	工事箇所と同一地区外（市内）
	

	
	
	工事箇所と同一地区外（市外）
	

	地域貢献
	
	市内工場における製作
	市内工場における製作（第２号様式）※必要な場合のみ

	
	
	市内業者からの資材購入
	市内業者・市内産資材購入計画（第３号様式）※必要な場合のみ


	
	
	市内産資材の購入
	

	
	
	市内本店業者施工率
	市内本店業者施工率評価資料（別紙様式）※必要な場合のみ

	工事実績
	別紙「施工実績評価資料（第５号様式）」のとおり
	施工実績評価資料（第５号様式）

	社会貢献
	有・無
	ＩＳＯ又はＭ－ＥＭＳの認証取得の有無
	ＩＳＯ９０００ｓ認証書等（写し）

	
	　  点
	労働福祉の状況
	経営規模等評価結果通知書（写し）

	
	有・無
	防災協定締結の有無
	

	配置予定技術者

保有資格
	資格名
	
	配置予定技術者の保有する資格証（写し）

	配置予定技術者

工事施工実績
	別紙「配置予定技術者評価資料（第６号様式）」のとおり
	配置予定技術者評価資料（第６号様式）

	その他
	手持ち工事量
	手持ち工事量評価資料（別紙様式）

	
	有・無
	障がい者雇用実績の有無
	障がい者雇用状況報告書等（写し）

	
	有・無
	労働安全衛生マネジメント認証の有無
	評価機関による評価証、適合証明書等（写し）

	技術提案
	別紙「技術提案書（第７号様式）」のとおり
	技術提案書（第７号様式）
※技術提案型の場合のみ


※この届出書の取下げは認められませんので、工事完了まで専任できる技術者を十分に検討の上、提出すること。

第５号様式（第７条関係）
施工実績評価資料
	工事名
	

	業　者　名
	


   同種（同規模）工事施工実績

	工事名
	

	工事場所
	

	発注者名
	

	契約金額
	

	工　　　期
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	受注形態
	　□　単独　　　　　　□　共同企業体（出資比率　　　％）

	工事概要等
	


（注）上記工事について確認できる書類（コリンズ、設計書内訳表等の写し）を添付すること。

第６号様式（第７条関係）
配置予定技術者評価資料

	工事名
	

	業者名
	


配置技術者

	区

分
	□ 主任技術者
	ふりがな
	

	
	
	氏名
	

	
	□ 監理技術者
	
	


同種(同規模)工事施工実績

	工事名
	

	工事場所
	

	発注者名
	

	契約金額
	

	工　　　期
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	受注形態
	　□　単独　　　　　　□　共同企業体（出資比率　　　％）

	担当区分
	　□　主任技術者　　　□　監理技術者

	工事概要等
	


注１）上記工事について確認できる書類（コリンズ、設計書内訳表等の写し）を添付すること。

注２）上記で記載した技術者は、契約時に変更できません。
別紙様式

市内本店業者施工率評価資料
	工　事　名
	

	業　者　名
	


　

当該工事の市内本店業者の施工率について、次のとおり資料を提出します。

　　　　　　　　　　　　　（該当する項目に□チェックすること。）

□市内本店業者の施工率８０％以上　　　□市内本店業者の施工率８０％未満

	自社施工又は１次下請による工事内容
	施工の別（○印を付ける。）

	
	自社施工
	１次下請施工

	
	
	市内本店業者
	市外業者

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	施工率［％］
	
	
	


・　市内本店業者とは、本店の所在地が津市内にある業者のことをいう。
・　市外業者とは、市内本店業者以外の業者のことをいう。
・　市内本店業者施工率を８０％以上で申告し、施工において最終的に８０％未満になった場合は、指名停止の対象とする。
・　下請契約の金額で算出しますので、材料や経費についても計上すること。

別紙様式

手 持 ち 工 事 量 評 価 資 料
	工事名
	

	業　者　名
	


評価資料提出期限日（令和４年７月２２日）時点において契約中であり、コリンズ登録されている契約金額２，５００万円以上の当該業種（土木一式）の公共工事件数と、当該業種（土木一式）に係る１級及び２級技術者数との比率
	手持ち工事件数

（当該業種の契約金額２，５００万円以上の公共工事件数）
	
	件

	当該業種に係る１級及び２級技術者数

（経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（審査基準日：令和２年１０月１日から令和３年９月３０日）における登録人数）
	
	人

	契約中の公共工事件数と１級及び２級技術者数との比率

（小数点以下第２位四捨五入１位以上）
	
	件／人


※工事件数についてはコリンズ登録の写しを添付のこと。
レ








